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-はじめに -

部活動は、生徒の体力や技能の向上に資するだけではなく、責任感や連帯感の涵養
など、生徒にとって多様な学びの場となっています。

一方、少子化や働き方改革など、多くの課題を抱えており、これらの課題は、学校
だけで解決することが難しくなってきています。

生徒と教職員の双方にとって望ましく、持続可能なものとするためには、これまで
の枠組にとらわれない新たな運営体制を構築していく必要があります。

そこで、昨年７月に「SAGABUKATSU ミライプロジェクト委員会」を立ち上げ、
現状や課題の分析を行うとともに、本県が目指す改革の方向性等について議論を重ね
てきました。

本書では、委員会での議論を踏まえ、いくつかのモデルパターン等をお示ししてお
ります。今後、各市町教育委員会、各学校において本格的に改革を進めていくに当た
り、その発射台として御活用いただければ幸いです。

結びに、長い歴史を持つ部活動の改革には、大きなエネルギーが必要です。本県の
未来を担う子供たちのために、関係者の知恵と力を結集して、素晴らしいスポーツ・
文化芸術の環境を築いてまいりましょう。

令和４年３月

SAGABUKATSU
ミライプロジェクト委員会

委員長 落合 裕二
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31. 部活動の意義や現状・課題

＜生徒・保護者にとって＞ ＜学校・教職員にとって＞

◼ 生徒（部員）数の減少

◼ ニーズの多様化

◼ 過熱化

◼ 指導者が専門外

◼ 指導者の転勤

◼ 活動量の減少（ガイドラインの制約）

◼ 教職員（顧問）数の減少

◼ 複数顧問の配置困難

◼ 部活動数と顧問数のアンバランス

◼ 専門外指導者の精神的負担

◼ 働き方改革

◼ 自己実現の場の縮小

＜文化芸術、スポーツ活動全般の内容＞ ＜学校の部活動に特化した内容＞

◼ 活動を通した人間形成

◼ 望ましい人間関係の構築

◼ 自己実現の支援

◼ 技能や体力の向上

◼ 学校教育と連動

◼ 多様な生徒の活躍の場

◼ 安価・機会平等

◼ 文化芸術、スポーツの裾野拡大

（１） 部活動の意義（メリット）

（２） 部活動の現状・課題



42. 改革の必要性（部活動を取り巻く主な環境の変化） １／２

（２） 運動／文化部活動の在り方に関する総合的なガイドライン （H30.3 スポーツ庁 , H30.12 文化庁）

（３） 学校における働き方改革に関する取組の徹底 （H31.3 文科省）

（１） 部員減少・ニーズの多様化

⚫ 少子化に伴う部員数の減少が深刻化
⚫ 生徒や保護者の部活動に対するニーズが多様化

➢ 生徒の「やりたいこと」と「できること」のミスマッチ

⚫ 休養日（週2日以上：平日1日以上、休日1日以上）の設定
⚫ 活動時間（平日2時間程度、休日3時間程度）の遵守
⚫ 学校と地域が協働・融合したスポーツや芸術文化の環境整備を推進
⚫ 日本中体連は、主催する大会の参加資格の在り方等の見直し
⚫ 文化部活動に関わる全国組織等は、主催する大会等の参加資格のあり方等の見直し

➢ 適度な活動量を望む生徒ともっと高い強度を望む生徒の二極化

⚫ 採用や人事配置等に際し、部活動の指導力は付随的なものとして位置づけるよう留意
⚫ 高校等の入学者選抜における部活動に対する評価の在り方の見直し
⚫ 生徒や教師の数等を考慮した部活動の設置数の適正化
⚫ 生徒の機会確保に資する合同部活動や地域クラブ等との連携推進

➢ 教職員の献身的な指導による部活動の維持存続は困難



52. 改革の必要性（部活動を取り巻く主な環境の変化） ２／２

（５） 第３期スポーツ基本計画〔諮問〕 （R3.4 スポーツ庁長官）

（４）学校の働き方改革を踏まえた部活動改革 （R2.9 文科省、スポーツ庁、文化庁）

⚫ 教師が休日の部活指導に携わる必要がない環境を構築
⚫ 平日の「学校部活動」と休日の「地域部活動」の連携（R5から段階的移行）
⚫ 主に地方大会の在り方の見直し
⚫ 主として中学校を対象
⚫ 高校も同様の考え方を基本とするが、部活動が学校の特色となっているケースに留意
（この場合、設置者は教師の負担軽減を考慮した指導体制を構築）

➢ 部活動の指導に熱心な教職員の自己実現の場の縮小

⚫ 学校における働き方改革の視点も踏まえて、運動部活動改革に取り組むとともに、地域
における青少年のスポーツ環境の整備を進めていくことが急務の課題

➢ 今後５年間（R4～R8）のスポーツ施策に位置付け

部活動を生徒及び教職員の双方にとって望ましく、持続可能なものとするためには、
従来の枠組にとらわれない、新たなスタイルを確立する必要がある。



63. 改革の方向性（目指す姿） １／２

◆ コンセプト ◆

◼ 子供たちがスポーツや文化芸術に触れられる機会を確保する。

⇒ 様々なパターンの活動を支援

◼ 子供たちや指導者、それぞれの想いを形にした部活動改革を推進する。

⇒ 多様化するニーズに応じた体制を整備

学校 地域

学校の教育活動と連動
しているなどのメリット
がある学校の活動

一貫指導体制の確立な
どのメリットがある地域
の活動

学校と地域が連携・融合した活動

「学校」と「地域」の力を結集 ！！



73. 改革の方向性（目指す姿） ２／２

これから
◆「学校」と「地域」の力を結集

これまでの部活
部活 ＝学校で行われる子供たちの

活動
〈 地域クラブ 〉〈 部活 〉

（異なる活動）

SAGA部活

学校が
主体

学校と地域が
共に主体

部活 ＝学校や地域で行われる
子供たちの活動

〈 学校部活動 〉 〈 学校部活動 〉 ＋ 〈 地域部活動〉 〈 地域部活動〉

※

将
来
的
に
は

地
域
の
ウ
エ
イ
ト
が
高
ま
る

教育課程内

教育課程外

学校の教育活動
（各教科、総合的な学習 等）

（放課後特課、部活 等）

（地域クラブを含む）



84. ＳＡＧＡ部活の主な課題と対策

No. 課 題 対 策

該当区分

学校部活動
学校部活動

＋
地域部活動

地域部活動

①
顧問が専門外の場合、専門的な指
導を望む生徒のニーズに応えられず、
顧問も負担を感じる。

外部指導者や部活動指導員など、
地域の人材を活用する。 等 ■

②
合同チームや合同バンドの場合、大
会等の参加要件によって参加の可
不可が左右される。

参加要件を緩和したり、合同チーム
や合同バンドでも参加可能な大会
等を選択したりする。 等

■ ■

③
活動場所が学校外の場合、使用料
が発生する。

減免措置の弾力的運用等について、
県教委や各市町教委等が検討する。
等

■ ■ ■

④
平日と休日等で指導者が変わる場
合、指導方針が異なるなどして生徒
が混乱する。

学校と地域の指導者が、日頃から指
導方針等について共通認識を図る。
等

■

⑤
地域活動の場合、日本スポーツ振
興センターの給付対象外となる。

スポーツ安全保険等への加入を推
奨する。 等

■ ■

⑥
地域活動の場合、指導者への謝金
等の財源確保が必要となる。

国の委託事業を活用したり、受益者
負担の概念（制度）を定着させたり
する。等

■ ■

⑦
地域の受け皿や人材の確保が必要
となる。

拠点型クラブ等を支援したり、人材
バンクを設置したりする。 等

■ ■

⑧
教職員の地域活動への関わり方を
整理する必要がある。

兼職兼業制度を活用する。 等
■ ■

⑨
現時点では、学校体育団体が主催
する「学校対抗」の大会への参加資
格がない。

競技団体等が主催するオール参加
型の大会を選択する。 等 ■
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平 日 休 日

＜学校 部活動 ＞

＜地域 部活動＞

兼職兼業を申請して
指導に従事

自主的な活動として
指導に従事

学校業務として
指導に従事

※ 平日の兼職兼業も有り得るが

「指揮命令系統」「実施場所」「指導体制」
「活動形態」「活動内容」

等に鑑み、学校業務の一部とみなされる場合は不可

※ 無報酬（交通費等、実費
相当額の受領は可）

＜地域 部活動＞

5. 教職員のＳＡＧＡ部活への関わり方

＜学校 部活動＞

＜地域 部活動＞

指導には携わらない

兼職
兼業



10

区 分 型 名 方式名 内 容

A. 学校部活動

1. 従来型 A-1 継続方式 これまでのスタイルを継続

2. 協力型

A-2-① 外部指導者方式 外部指導者によるサポート

A-2-② 部活動指導員方式 部活動指導員によるサポート

3. 合同型

A-3-① 拠点校方式 種目・分野毎に拠点校を指定

A-3-② 拠点施設方式 地域の拠点施設で活動

B.

学校部活動

+

地域部活動

1. 融合型

B-1-① 学校拠点方式 学校の施設で複数世代が活動

B-1-② 地域拠点方式 地域の施設で複数世代が活動

2. 連携型 B-2 地域部活動連携方式 平日：学校、休日：地域

C. 地域部活動 1. 移行型

C-1-① 公的・民間クラブ方式 公的又は民間クラブに移行

C-1-② 保護者会等運営方式 保護者会や同窓会が運営

C-1-③ 地域クラブ方式 学校の部活動から地域クラブへ

6. モデルパターン（一覧表）



116. モデルパターン １／１１

区分 型名 方式名

A. 学校部活動 1. 従来型 A-1 継続方式

概 要

適合ケース

メリット

⚫ 従来の部活動の運営スタイルを継続する。
⚫ 「運動／文化部活動の在り方に関する総合的
なガイドライン」を遵守するとともに、教職員の
「働き方改革」にも確実に取り組む。

⚫ 生徒や保護者、教職員ら関係者が従来の運営
スタイルの継続を望んでいる。

⚫ 生徒数、活動場所、指導者など、継続するため
の環境が整っている。

⚫ 現在の状況に関係者が満足しており、ガイドラ
イン等も守られているような部活動についてま
で、無理に改革を進める必要がない。

課 題 対策例

他の生徒に合わせ
ざるを得ない生徒、
保護者等からの要
望に応えざるを得
ない教職員の把握。

⇐

管理職がアンケー
トを行うなど、正
確な状況を把握す
る。

運営主体

指導者

構成員

 各学校

 各学校の教職員

 各学校の在籍生徒

ガイドライン

＜休養日＞
➢ 週当たり２日以上
（平日：１日以上、土
日：１日以上）

＜活動時間＞
➢ 平日：２時間程度
➢ 休日：３時間程度

※高校も原則適用。
高校は中学校教育
の基礎の上に多様
な教育が行われて
いることなどに留意。
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区分 型名 方式名

A. 学校部活動 2. 協力型 A-2-① 外部指導者方式

概 要

適合ケース

メリット
課 題 対策例

外部指導者への謝
金の財源確保。 ⇐

県・市町の補助事
業の活用や教育振
興会費での対応。

外部指導者と生徒
間のトラブル。

⇐
マニュアルの遵守
や研修会の開催。

⚫ 学校長が、教職員の退職者や地域の指導者等、
学校の教職員以外に部活動の指導を委嘱する。

⚫ 「地域のスポーツ指導者活用マニュアル」（佐
賀県教育委員会）に基づき運営する。

⚫ 生徒や保護者、部活動の顧問が、外部指導者
による指導を強く望んでおり、学校長も承認して
いる。

⚫ 顧問も部活動の活動場所に同席できる。

⚫ 専門性の高い技術指導を望んでいる生徒たち
のニーズに応えることができる。

⚫ 顧問が専門外（未経験者）の場合、精神的な負
担を軽減することができる。

地域のスポーツ指導者活用マニュアル

＜委嘱までの流れ＞

１ 申請書の提出

○顧問及び保護者の連名で学校長に提出

２ 誓約書の提出

○外部指導者が学校長に提出
（内容例）

・ 顧問の計画を遵守し、教育的配慮のもと
指導にあたること。

３ 委嘱状の交付

○上記を踏まえ学校長が委嘱状を交付

6. モデルパターン ２／１１
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区分 型名 方式名

A. 学校部活動 2. 協力型 A-2-② 部活動指導員方式

概 要

適合ケース

メリット
課 題 対策例

部活動指導員への
謝金の財源確保。

⇐
国・県・市町の補
助事業の活用。

部活動指導員と生
徒間のトラブル。

⇐
研修会への参加の
義務付け。

⚫ 教育委員会が、教職員の退職者や地域の指導
者等、学校の教職員以外を部活動の指導者と
して任命する。

⚫ 身分は会計年度任用職員。（地方公務員）

⚫ 学校長が、部活動指導員による指導を強く望ん
でおり、教育委員会も承認している。

⚫ 顧問が部活動の活動場所に随時、同席するこ
とができない。

⚫ 専門性の高い技術指導を望んでいる生徒たち
のニーズに応えることができる。

⚫ 部活動指導員は単独指導や単独引率が可能
なため、顧問の働き方改革につながる。

部活動指導員活用事業実施要項

＜任命までの流れ＞

１ 事業計画書等の提出

○学校長が学校の設置者に提出（市教委
は写しを県教委に提出）

２ 任命書の交付

○学校の設置者が任命書を交付

〈生徒〉
専門的な指導に満足

〈教職員〉
部活以外の時間確保

6. モデルパターン ３／１１
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区分 型名 方式名

A. 学校部活動 3. 合同型 A-3-① 拠点校方式

概 要

適合ケース

メリット
課 題 対策例

移動に時間がかか
る。

⇐
曜日別に単独／合
同活動を定める。

大会参加の可不可
が各大会の参加要
件に左右される。

⇐
参加要件の緩和や
参加可能な大会の
選択。

⚫ １つの校種（世代）が１つの学校に集まり、合同
で活動する。（例：Ａ中学校に、B中学校とC中
学校も加わり3校で活動する。）

⚫ 競技種目・分野別に拠点校を定める。

⚫ 部員の数が少なく、単独校では十分な活動を
行うことができない。

⚫ A校には専門の教職員がいるが、B・C校には専
門の教職員がいないなど。

⚫ 特に団体競技などにおいて、充実した活動を行
うことができる。

⚫ 複数校の教職員が順番で指導にあたるなどの
ルールを決めることで働き方改革にもつながる。

野球
吹奏楽

サッカー
バスケット

バレー
美術

Ａ中学校

Ｃ中学校Ｂ中学校

（例）

6. モデルパターン ４／１１
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区分 型名 方式名

A. 学校部活動 3. 合同型 A-3-② 拠点施設方式

概 要

適合ケース

メリット
課 題 対策例

移動に時間がかか
る。

⇐
曜日別に単独／合
同活動を定める。

施設使用料の財源
確保。 ⇐

減免制度の弾力的
運用と教育振興会
費での対応。

⚫ １つの校種（世代）が１つの地域施設に集まり、
合同で活動する。（例：Ａ中学校、B中学校、C中
学校が市民グラウンドで活動する。）

⚫ 競技種目・分野別に拠点施設を定める。

⚫ 部員の数が少なく、単独校では十分な活動を
行うことができない。

⚫ 地域に拠点となる施設がある。

⚫ 特に団体競技などにおいて、充実した活動を行
うことができる。

⚫ 複数校の教職員が順番で指導にあたるなどの
ルールを決めることで働き方改革にもつながる。

Ａ中学校 Ｂ中学校 Ｃ中学校

陸上：市民グランド

吹奏楽：市民ホール

（例）

6. モデルパターン ５／１１



体操（競技） クライミングウォール

鳥栖高校 多久高校

ホッケー なぎなた

伊万里実業高校 佐賀東高校
牛津高校

16

区分 型名 方式名

B. 学校+地域部活動 1. 融合型 B-1-① 学校拠点方式

概 要

適合ケース

メリット
課 題 対策例

移動に時間がかか
る。

⇐
曜日別に単独／合
同活動を定める。

地域部活動の場合は
日本スポーツ振興セ
ンターの給付対象外。

⇐
スポーツ安全保険
等への加入を推奨。

⚫ 複数の校種（世代）が１つの学校拠点に集まり、
合同で活動する。（例：Ａ高校に、B高校、中学
生、小学生が集まり活動する。）

⚫ 競技種目・分野別に学校拠点を定める。

⚫ 各世代の競技人口が少なく、単独での活動が
難しい。

⚫ 専門性の高い学校の教職員が、各世代の指導
に従事できる環境がある。

⚫ 育成から強化まで、一貫した指導体制を確立す
ることができる。

⚫ 学校部活動と地域部活動の長所を合わせるこ
とで、生徒等の幅広いニーズに応えられる。

（例）

※ 学校拠点に小学生から一般までが集まって活動する。

6. モデルパターン ６／１１



17

区分 型名 方式名

B. 学校+地域部活動 1. 融合型 B-1-② 地域拠点方式

概 要

適合ケース

メリット
課 題 対策例

県内全域からの参
加が難しい。

⇐
保護者による送迎
での対応。

地域部活動の場合は
日本スポーツ振興セ
ンターの給付対象外。

⇐
スポーツ安全保険
等への加入を推奨。

⚫ 複数の校種（世代）が１つの地域拠点に集まり、
合同で活動する。（例：SAGAプラザに、A高校、
中学生、小学生が集まり活動する。）

⚫ 各世代の競技人口が少なく、単独での活動が
難しい。

⚫ 特殊施設であり、活動場所が限定的である。

⚫ 育成から強化まで、一貫した指導体制を確立す
ることができる。

⚫ 学校部活動と地域部活動の長所を合わせるこ
とで、生徒等の幅広いニーズに応えられる。

（例）

ヨット 水泳（飛込）

ヨットハーバー SAGAアクア

フェンシング ボート

SAGAプラザ 松浦川ボートハウス

※ 地域拠点に小学生から一般までが集まって活動する。

6. モデルパターン ７／１１



18

区分 型名 方式名

B. 学校+地域部活動 2. 連携型 B-2 地域部活動連携方式

概 要

適合ケース

メリット
課 題 対策例

スポーツ庁の委託
事業は予算に上限
がある。

⇐
説明会等を重ね、
受益者負担の概念
を定着させる。

「受け皿」が不足
している。

⇐
競技団体やスポー
ツ協会に依頼する。

⚫ 平日は「学校部活動」として活動し、休日は「地
域部活動」として活動する。

⚫ 休日の指導は教職員以外に委ねるか、希望す
る教職員が兼職兼業制度を活用して行う。

⚫ 地域に「受け皿」となる団体（学校以外の運営
主体）があり、指導を委ねることができる。

⚫ 地域に指導者がいる。又は兼職兼業制度を活
用しての指導を希望する教職員がいる。

⚫ 休日の活動に参加するかどうかは、生徒自身が
自由に選択できる。

⚫ 教職員が休日の部活動の指導に従事する必要
がなくなり、働き方改革につながる。

平 日 休 日

学校部活動

✦ 教師の勤務を要する日
（平日）において学校の
活動として行われる部
活動

地域部活動

✦ 教師の勤務を要しない
日（休日）において地域
の活動として行われる
部活動

〈学校の教職員〉 〈地域の指導者〉

希望する教職員は兼職兼業申請により
指導に従事することも可能

6. モデルパターン ８／１１
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区分 型名 方式名

C. 地域部活動 1. 移行型 C-1-① 公的・民間クラブ方式

概 要

適合ケース

メリット
課 題 対策例

学校の部活動の
「受け皿」となり
得る総合型地域ス
ポーツクラブ等が
少ない。

⇐

国、県、市町が連
携し、総合型地域
スポーツクラブ等
の体制強化を図る。

⚫ 部活動から公的クラブ（総合型地域スポーツク
ラブ等）に移行する。

⚫ 部活動から民間クラブ（スイミングスクール等）
に移行する。

⚫ 地域に公的クラブが設置されており、生徒が希
望する競技種目・分野を行うことができる。

⚫ 民間企業がクラブ等を経営されており、生徒が
希望する競技種目・分野を行うことができる。

⚫ 人事異動により指導者が入れ替わることがなく、
生徒は継続した指導を受けることができる。

⚫ 教職員が部活動の指導に従事する必要がなく
なり、働き方改革につながる。

公的クラブ 民間クラブ

かわそえスポーツクラブ

多久スポーツピア

スイミングスクール

テニススクール

（例）

6. モデルパターン ９／１１
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区分 型名 方式名

C. 地域部活動 1. 移行型 C-1-② 保護者会等運営方式

概 要

適合ケース

メリット
課 題 対策例

保護者会が運営主
体となる場合、子
供が卒部すると体
制が入れ替わる。

⇐

基本理念や規約を
定め、運営形態に
継続性を持たせる。

⚫ 学校に代わり、保護者会や同窓会が運営主体
となって部活動を継続する。

⚫ 保護者会等が学校の教職員に指導を依頼する
場合、教職員は兼職兼業制度を活用する。

⚫ 保護者会や同窓会が新たに運営主体となる体
制が整っている。

⚫ 新たな運営主体が、指導者（学校の教職員を
含む。）を確保できる。

⚫ 生徒はこれまでと同じ施設、同じメンバー(部
員）で、活動を継続することができる。

⚫ 保護者会等が運営主体となることで、生徒の希
望が反映されやすい。

○○会（＝同窓会名）
文化・スポーツ推進クラブ設置要綱（例） 抜粋

第２条 構成員
推進クラブは、次の各

号に掲げるもののうち、入
会を希望する会員をもっ
て構成する。
（１）同校在校生及び
保護者

（２）同校卒業生
（３）同校教職員
（４）地域住民

第６条 指導者
指導者は、学校教育の

目的を理解するとともに、

高い見識を備えた人物の
中から代表が委嘱する。

第１１条 会費及び使途
会員は、別に定める会
費を納入しなければなら
ない。
２ 会費は、次の各号に掲
げる経費に充てる。
（１）保険の加入に要する
経費

（２）指導者への謝金

6. モデルパターン １０／１１
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区分 型名 方式名

C. 地域部活動 1. 移行型 C-1-③ 地域クラブ方式

概 要

適合ケース

メリット

⚫ 学校の部活動から、既に活動している地域クラ
ブに移行する。

⚫ 新たに地域クラブを設立し、学校の部活動から
移行する。

⚫ 地域に部活動の「受け皿」となる既存の地域ク
ラブがある。

⚫ 活動場所や指導者が確保できているなど、新た
に地域クラブを設立する環境が整っている。

⚫ 生徒は、より専門性の高い技術指導や継続した
指導を受けることができる。

⚫ 教職員が部活動の指導に従事する必要がなく
なり、働き方改革につながる。

課 題 対策例

経済的理由によりス
ポーツ等をする機会
を奪う可能性がある。

⇐
国が検討中の救済措置
が制度化されたら、そ
の制度を活用する。

現時点では学校体育
団体主催の大会参加
が担保されていない。

⇐
大会の参加要件を緩和
する。

年度 区分

～ R3

学校部活動

指導者：学校の教職員

R4～R６

学校部活動＋地域部活動

指導者：平日 教職員
休日 地域の指導者

R７～

地域部活動

指導者：地域の指導者

（例）

6. モデルパターン １１／１１
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年度

〈目 標〉

R3(2021)

〈部活動改革の方向性検討〉

R4(2022)

〈新たなｽﾀｲﾙの普及啓発〉

R5(2023)

〈新たなｽﾀｲﾙの実践〉

R6(2024)

〈新たなｽﾀｲﾙの定着〉

◆ 国

◆ 県（学校）

◆ 市町（学校）

◆ 学校体育・
文化芸術団体

◆ 競技団体

◆ 保護者会 等

SAGABUKATSU
ミライプロジェクト
委員会

※ 提言書の作成

地域部活動推進事業（拠点校・拠点地域の指定）

地域部活動推進事業

（委託）

（再委託）

（方向性等検討）

SAGA部活推進事業

※ 活用検討

※ R7以降の
事業検討

地域移行に関する検討会議

（委託）

（再委託）

部活ｻﾎﾟｰﾀｰ ｸﾗﾌﾞ支援地域部活動推進事業

部活動の「受け皿」（クラブ）の体制整備

提言書に基づく事業展開

意見交換
（事業検証等）

中学校における休日の部活動の段階的地域移行

大会・コンクール等の参加資格の「見直し」⇒「実施」 ※ 毎年度検討

地域部活動推進事業（拠点校・拠点地域の指定）

7. ロードマップ

※ 日本中体連はR4年度中に
方針決定

※ R5以降は予定



238. 参考資料

（１） 本県の生徒数の状況

（２） 外部指導者と部活動指導員の比較

（３） 学校施設の開放に関する国の動向

（４） 本県の県立学校の開放

（５） 教職員の兼職兼業

（６） 補償制度

（７） 大会・コンクールの参加資格



24（１） 本県の生徒数の状況

※ 令和２年度学校基本調査（確報）及び推計人口より推計

（人）

6,000

6,200

6,400

6,600

6,800

7,000

7,200

7,400

7,600

7,800

8,000

8,200

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

小６

中３



25（２） 外部指導者と部活動指導員の比較

外部指導者 部活動指導員

委嘱／任命する者 学校長 （委嘱） 学校設置者 （任命）

身 分 学校協力者
会計年度任用職員
（地公法第22条の2第1項第1号）

報 酬
市町、学校で設定
（無報酬の場合も有り）

1,600円／時間
（国庫事業の場合の単価）

公務災害補償 × ○

部活動の顧問 × ○

部活動の管理運営 × ○ （会計管理を含む）

指導計画の立案 × （顧問に対する助言は可） ○

単独での指導 × ○

単独での生徒の引率 × ○

保護者等への連絡 × （ 学校の依頼を受けた場合は可） ○



26（３） 学校施設の開放に関する国の動向

学校体育施設の有効活用に関する手引き
（令和２年３月 スポーツ庁）

地域での文化活動を推進するための「学校施設開放の
方針」について（令和３年1月文化庁）

手引きの背景・目的（要旨）

• 全ての国民が、各々の関心、適性等に応じて、安
全かつ公正な環境の下で日常的にスポーツに親し
み、スポーツを楽しみ、スポーツを支える活動に
参画することのできる機会が確保されなければな
らない。

• スポーツの価値が高まるなか、その基盤である全
国の公共スポーツ施設については、施設の老朽化
等により安全な施設の提供が困難になり、施設数
が減少することも想定される状況にある。

• 一方で、地域の小中高等学校には、公共スポーツ
施設の倍以上の学校体育施設があり、住民にとっ
てもっとも身近なスポーツの場として潜在的に存
在している。

• 今後、持続可能な地域スポーツ環境を確保するた
めには、わが国のスポーツ施設の約6割を占める学
校体育施設を如何に活用していくかが重要である。

• 本手引きは、これらの背景を踏まえ、地方公共団
体の実務担当者向けに、学校体育施設を地域ス
ポーツの場として有効活用していくにあたっての
道標となることを目的として策定したものである。

はじめに（要旨）

• 文化部活動の地域移行を検討するに当たり、地域
に向けた体制構築や環境整備について、事例調査
の上、検討を行った。

• その結果、文化活動の活動場所を持続的に確保す
ることが、非常に重要であるとの課題が挙げられ
た。

• 各地域において、文化部活動に加えて文化活動が
活発になることにより、その活動場所として今後、
多くの団体が学校施設の利用を希望することが想
定される。

• 本事業では学校の負担軽減と、地域における文化
活動での利用促進の観点から、学校施設開放の在
り方を検討した。

• その上で、学校施設の開放に当たり、留意すべき
事項について議論し、学校施設開放の方針（例）
を取りまとめた。

• 学校施設開放が地域や学校の実態に応じて、多様
な形で最適に実施され、学校施設開放が地域での
文化活動の一つの基盤として持続可能に発展して
いくことを期待する。



27（４） 本県の県立学校の開放

行政財産の目的外使用について

NO 申請団体

許可区分 使用料の減免

備 考1.公共団体又は公
共的団体 (※1)

2.学術、スポーツの
振興又は社会教育

11.特に必要と
認めるとき

全額 50%

１
県・市町ス
ポーツ協会及
び加盟団体

○ ○
利用料を徴収す
る場合は50%

２
総合型地域ス
ポーツクラブ ○ ○

※２

高額な利用料を
徴収する場合は
減免不可

3
地域スポーツ
クラブ(※3) ○ ※２ ※２

短期間（連続7日
以内）の使用の
み許可

４

県内プロス
ポーツの下部
組織の運営会
社

○ ※２ ※２

自治体と連携協
定を締結してい
る場合等

※１ 教育文化スポーツ団体等（教育団体、文化団体、スポーツ団体等）

※２ 初回に限り、資産活用課に要協議

◆ 使用料の他、管理費（光熱水費等）が必要（減免措置の規定あり）

※３ 地域の人が無償又は交通費等の対価で指導するような団体



28（５） 教職員の兼職兼業

【文科省通知（令和3年2月17日付け2初初企第39号）】

「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」を受けた公立学校の教師等の
兼職兼業の取扱い等について

通知の主なポイント

○ 許可する際の留意点

◼ 当該教職員が希望していること

◼ 学校運営（教職員の本務）に支障がないこと

◼ 学校や教職員への信用を失墜させないこと

◼ 教職員の心身の健康の管理を行うこと（下図
参照）

◼ いわゆる看板の掛け替えではないこと

○ その他

◼ 平日の兼職兼業も有り得る（※個別の総合判断
が必要）

◼ 事故が発生した場合の責任は地域団体等が負う

◼ 教職員が自校又は他校の部活動指導員となるこ
とは想定していない

◼ 報酬の多寡等は社会通念上妥当であるかで判断

所定勤務時間
（38時間45分／週）

超勤4項目以外の時間外
「在校等時間」（44時間）

地域部活動に
従事する時間

※生徒の実習、学校行事、職員会議、非常災害等

許可できるケースの例

超勤4項目（※）に従事した
時間（1時間）

40時間／週
（法定労働時間）

単月100時間未満

複数月平均80時間以内



29（６） 補償制度 １／２

学校 部活動

地域 部活動 等

（学校管理下）

（団体管理下）

（独）日本スポーツ振興センターの
「災害共済給付制度」で対応事

故
等
発
生

（公財）日本スポーツ安全協会の
「スポーツ安全保険」等で対応

＜参 考＞

はしまなごみスポーツクラブ規則（抜粋）

第７章 指導者、会員の責任

（保険の加入）

第28条 会員は、スポーツ安全保険に加入し
なければならない。本クラブは、その活動中
の傷害については、スポーツ安全保険の対象
範囲内でのみ対応するものとする。ただし、
サポーターメンバーの保険加入は任意とする
が、未加入者の活動中の事故については、本
クラブは一切責任を負わない。

岐阜市中学校部活動指針（抜粋）

６「保護者クラブ」

「保護者クラブ」とは、保護者会が部活加入
生徒を対象にして部活動以外の活動として行
う教育活動外の活動を行うクラブをいう。

（１）運営

⚫運営は、クラブ加入生徒の保護者が行う。
⚫運営にかかわる費用は、受益者負担とする。
⚫怪我、事故、損害賠償等に備えたスポーツ
安全保険に加入する。



30（６） 補償制度 ２／２

スポーツ安全保険の概要

◼ 補償対象となる活動は「スポーツ活動」「文化活動」「ボランティア活動」「地域活動」。

◼ 4名以上の団体で加入できる。

◼ 熱中症、食中毒の補償がついている。

◼ 指導者はもちろん、生徒の賠償責任が補償されている。

◼ 活動場所と自宅との経路往復途中も補償されている。

◼ 掛金が安価。 ※年間１人あたり、中学生は800円、高校生は1,850円（文化活動等は800円）
大人は1,850円（65歳以上は1,200円）

傷害保険 突然死葬祭費用保険賠償責任保険

＊死亡：2,000万円
＊後遺障害：最高 3,000万円
＊入院：日額 4,000円
＊通院：日額 1,500円

＊身体・財物賠償額合算
：1事故あたり5億円

＊身体賠償額
：限度額 1人あたり1億円

＊突然死（急性心不全、脳内出
血等）に際し、親族が負担し
た葬祭費用
：限度額 180万円

教職員が兼職兼業により地域部活動の指導に
従事し、事故の責任を負うことになった場合

基本的に国家賠償法の適用外



31（７） 大会・コンクールの参加資格 １／２

○ 中学校体育連盟関係 （令和３年度）

全国中学校体育大会複数校合同チーム参加規程（抜粋） 佐賀県中学校総合体育大会複数校合同チーム編成規程（抜粋）

趣
旨

・
目
的

参加を承認する精神は、あくまでも少人数の運動部による単独
チーム編成が出来ないことの救済措置であり、勝利至上主義の
ためのチーム編成であってはならない。なお、複数校合同チーム
（以下合同チームという）で参加する場合は、下記の条件を満た
していることが必要である。

複数校合同チーム編成による大会参加を承認するのは，学校単
独では出場最低人数に足りず，チーム編成ができないとき，大会
に参加できない運動部（部員）に対して大会参加の機会を与え
るため，それぞれの学校長の判断により，原則として同一地区内
の中学校と合同でチームを編成し，大会に参加できるようにする
ことを目的とする。

条

件

1.合同チームとしてそれぞれの学校教育計画に基づいて活動し
ている。

2.合同チームの各校は、都道府県中体連に加盟している。
3.合同チームとしての大会参加が、都道府県中体連に承認され
ている。

4. 個人種目のない以下の競技（７競技）に限る。
バスケットボール（５）、サッカー（11）、バレーボール（６）、ハ
ンドボール（７）、軟式野球（９）、ソフトボール（９）、アイスホッ
ケー（11）
※ 但し、（ ）内の人数を下回った場合のみ、合同チームを編
成できる。

～ 後略 ～

1.各地区中体連会長，県中体連会長が，目的に照らし合同が
適正であると認めた場合に限り，参加を認める。勝利至上主
義を目的として編成された合同チームは適用されない。

2.合同する各部は，それぞれの学校教育計画に基づいて活動し
ていること。

3.合同チームは個人戦を行わない団体競技（６競技）に限る。
出場最低人数は次のとおりとし，（ ）内の数を下回る運動部
について他校との合同チーム編成ができるものとする。 ※競
技名省略

〈合同チーム編成基準〉
4.①満ちていない学校同士の合同部活動での出場。
② 満ちていない学校に生徒を補充して出場。補充をする人
数は，不足人数とする。
③ 満ちていない学校Ａが満たしている学校Ｂと合併し合同
チームを編成する。その際，日常的に合同練習が行われ適切
なメンバーの決定が行われていること。（Ａの選手が必ずしも
出場するとは限らない）

～ 中略 ～

8.複数校とは，２校とする。
9.地区予選を行わない団体競技で，同一地区内の中学校との
合同ができない場合は理事会で審議する。

〈 令和４年度に改定予定 〉

8.複数校とは，２校の合同を原則とす
る。ただし、合同しようとするすべて
の学校が最低出場人数を満たして
いない等、特別の事情がある場合
は、特例として３校以上の合同チー
ムを認める。



32（７） 大会・コンクールの参加資格 ２／２

○ 高等学校体育連盟関係

○ 吹奏楽連盟関係

（令和３年度）

全国高等学校総合体育大会開催基準要項（抜粋） 佐賀県高等学校総合体育大会開催基準要項（抜粋）

参
加
資
格

～ 前略 ～

5.複数校合同チームの大会参加は認めない。但し、統廃合の対
象となる学校については、統廃合完了前の２年間に限り合同
チームによる大会参加を認める。

～ 後略 ～

◆ 複数校合同チームによる大会への参加についての考え方

1.全国高等学校総合体育大会は学校対抗制を原則としている。
したがって、各学校を単位として大会に参加することが要件と
なるため、部員不足に伴う合同チームの参加は認めない。

2.各都道府県高体連及び専門部においては、各都道府県の大
会等の参加に関する基準等を検討し、実施可能な専門部から
合同チームが成果を発表できる場を設けるよう努力する。その
際，合同チームの編成が勝利至上主義的発想で行われるこ
とのないよう十分留意する。

～ 前略 ～

5.統廃合の対象となる学校については、統廃合完了前の２年間
に限り合同チームによる大会参加を認める。

6.複数校合同チームについては、本大会への出場を認める。但
し、上位大会（全九州高等学校体育大会及び全国高等学校
総合体育大会）への出場は認めない。

～ 後略 ～

全日本吹奏楽コンクール実施規定 佐賀県吹奏楽大会参加要項

参
加
資
格

1.中学校の部
同一中学校に在籍している生徒とする。（同一経営の学園内
小学校児童の参加は認める。）

2.高等学校の部
同一高等学校に在籍している生徒とする。（同一経営の学園
内小学校児童・中学校生徒の参加は認める。）

～ 後略 ～

1.九州吹奏楽コンクールに準ずる。



NO. 役職 氏名 所属団体等

1 委員長 落合 裕二 県教育委員会 教育長

2 副委員長 栗原 宣康 唐津市教育委員会 教育長（市町教育長会連合会推薦）

3 委員 渡瀬 浩介 学校法人永原学園 西九州大学 准教授

4 委員 石橋 節二 県中学校校長会 会長（みやき町立中原中学校 校長）

5 委員 青木 勝彦 県高等学校長協会・県高等学校野球連盟 会長（県立佐賀西高等学校 校長）

6 委員 島 一 満 県中学校体育連盟 会長（佐賀市立城東中学校 校長）

7 委員 牛 島 徹 県高等学校体育連盟 会長（県立佐賀商業高等学校 校長）

8 委員 池上由香里 県吹奏楽連盟 副理事長（佐賀市立芙蓉中学校 教諭）

9 委員 糸山 正孝 県高等学校文化連盟 会長（県立佐賀北高等学校 校長）

10 委員 森 田 徹 県ＰＴＡ連合会 副会長

11 委員 西 岡 豊 県高等学校ＰＴＡ連合会 会長

12 委員 川﨑 真澄 （公財）県スポーツ協会 常務理事

13 委員 原 敏 朗 （公財）県スポーツ協会 総合型スポーツクラブアドバイザー

14 委員 原 口 克 神埼市教育委員会事務局学校教育課 課長

15 委員 日野 稔邦 ＳＡＧＡスポーツピラミッド推進グループ 推進監

NO. 氏 名 所属団体等

1 原 和 弘 県スポーツ課 課長

2 中島 清孝 県競技力向上推進室 室長

3 堤 啓 剛 県競技力向上推進室 副室長

NO. 氏 名 所属団体等

1 井 上 洋 県教育庁 副教育長

2 大井手広毅 県教育庁 副教育長

3 松尾 広樹 県保健体育課 課長

その他、教育庁関係各課職員

SAGABUKATSU ミライプロジェクト委員会 名簿

（敬称略）

事務局

オブザーバー （敬称略）


